
「新型コロナウイルス感染症による影響調査」2 回目集計結果について 

大和商工会議所 

調査概要 

〇 調査目的 ：新型コロナウイルス感染症による、当所会員事業所への影響について状況を把握するため 

〇 調査期間 ：令和２年３月１０日（火）～３月１９日（木） 

〇 調査対象 ：大和商工会議所ＦＡＸ送信可能会員事業所 １，６０２件 

〇 調査方法 ：ＦＡＸによる送受信 

〇 有効回答数：２６２件（有効回答率１６．３％） 

 

調査結果 
（回答企業属性） 

≪業種≫ ≪件数≫ ≪割合≫ 

商業 27 件 10.3% 

製造業 62 件 23.7% 

建設業 51 件 19.5% 

サービス業 55 件 21.0% 

飲食業 9 件 3.4% 

運輸倉庫業 10 件 3.8% 

不動産業 12 件 4.6% 

金融保険業 6 件 2.3% 

その他 30 件 11.5% 

合計 262 件 100.0% 

 

１．新型コロナウイルスの影響は出ているか  

◆「すでに影響が出ている」（32.4％）と「今後影響が出る」（47.0％）、「影響はない」（20.6％）の割合。 

「すでに影響が出ている」と「今後影響が出る」を合わせると、約 80％の企業が影響を受けている。 

その中でも、飲食店に対する影響は大きく、約 90%の企業が既に影響が出ていると回答された。 

経営への影響としては、「需要減少による売上の減少」(25.9%)、「予約や受注のキャンセル」(18.7%)と高い。 

また、中国や国内からの部品・仕入遅延により、製造業の生産計画に影響が出ている。 
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≪従業員数≫ ≪件数≫ ≪割合≫ 

0 名 13 件 5.0% 

1～3 名 51 件 19.5% 

4～5 名 27 件 10.3% 

5～10 名 48 件 18.3% 

11～20 名 46 件 17.6% 

21～50 名 43 件 16.4% 

51～100 名 15 件 5.7% 

100 名以上 19 件 7.3% 

合計 262 件 100.0% 



 
 

２．新型コロナウイルスの発生によって社内・従業員の働き方の変化について  

◆業種を問わず、「マスク着用や手洗い等の慣行」(41.0%)、「イベントやセミナーへの参加自粛」(10.7%)の 

回答割合が多く、従業員に対して育児の関係や軽微な風邪の症状で休ませる企業も多い。 

 

 
 

３．新型コロナウイルスに関連する対策で困っている事について  

◆業種を問わず、「業務時に使うマスクや消毒液が手に入らない」(42.9%)、「従業員が新型コロナウイルスに感

染した際の対応」(27.2%)の回答割合が多い。 
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４．新型コロナウイルスに関連して国等の対策で利用を検討している事  

◆「資金繰り支援」(42.6%)、「雇用調整助成金の特例措置の活用」(27.1%)、「補助金活用」(21.7%)と多い。 

なお、融資制度や補助金・助成金制度の主な内容は大和商工会議所ホームページの新型コロナウイルス相談の 

特設ページよりご確認頂けるため、詳しくは下記のＱＲコードを参照して頂きたい。 

              
 

５．行政へ伝えたい自社並びに業界の現在困っている事について(主な内容)  

◆売上への影響 

・パーティやイベントキャンセルによる売り上げ減少。 

・宴会予約がほぼキャンセル。自粛を緩和してもらわないと今後経営ができない。 

・レンタルスペースの各種スクールが休み、予約がキャンセルし売上が減少。 

・対面営業をお客様からお断りされる事。イベント業務売上の減少。 

◆資金繰りへの影響 

・材料がなく建設工事の受注が遅れ、完成引き渡しもできない。資金の借り入れをしても返済計画が立たない。 

・資金繰りの支援申し込みから実行まで時間がかかる。 

・資金調達を銀行にする予定だが、金利面を借りやすいように国から早く方針を決めてほしい。 

・金融機関に働きかけると同時に補助、助成制度も拡大してほしい。 

◆生産計画への影響 

・請負工事で材料等の入荷が困難。工期の遅れが生じる。 

・製造部品の入荷が遅れる可能性がある。取引先が中国で機械の製造をしており、受注が減少する心配がある。 

・仕入が数か月遅れる可能性ある。販売面も消費マインドの低下で影響が大きく資金繰りや雇用維持等の課題。 

・機械関係の商品が中国に依存しており、納入予定が立たない。 

◆従業員への影響 

・ドライバーの不足による代替運送の心配。 

・社員に感染症が出た場合、創業一時停止もあり得るので、感染者の区別が短時間で分かる体制が必要。 

・従業員の中から新型コロナが発症した場合にどれくらい会社を休業する必要があるか基準が気になる。 

・学校が休みとなり、子育て中の社員の勤務に不安が生じている。 

◆衛生面への影響 

・マスクの入手が難しい中、着用と消毒は必須であり、納品がないと今後のサービス提供に影響を及ぼす。 

・訪問介護、リハビリテーションを行うにあたって、消毒用アルコールや手袋（ビニール）が必須。 

・イベント開催等の基準がわからず、公共の施設が使えなくなっているので、開催できないものがある。 

・マスク着用を元請け会社から求められても対応できなくなる。 
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